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【参 考】先 月か らの主 要変 更点

3 月月例 4 月月例

基調判断 景気は、依然厳 しい状況に あるが、二鮎 泉気は、依然厳 しい状況に あるが、底Å虹

下げ止重りの兆 し鱒みられる。 向けた勧善がみられる。

・童露偏投資は、大幅に濱少している。失芸 ・設備投資は、大幅に濱少 している。失某卒

竿が高水準で穫移するなど、夏用情勢は が高水準で推格するなど、夏用情勢は庭盟

慮しき孝増lしていろ。 としで虚しい。
・個人清音は、横ばいとなっている。 ・個人清音は、横ばいとなっている。
・i齢J里は下げ 題ト貪りつつあり、生産にも下 ・諭Hlヶ年岸は、下げ lL 婁「．r 雰T L lろ▲　重
げ ル去りの兆しがみ吊れろ。

先行きについては、厳しい意月 ・所得領域

　 況！閉経庁lま．大金碧においては下げ 1ト重りの

兆し力1みられ る●

・アメIJナ】の鼻霞同 音の鋤きが、鄭藩重奏中
蟄企基盤益の動向 などが、今後の民間需要蟹 ふと した世荒事蕃経i書の 年産l司緒につな

下押 しする懸念があるナ方、村外経済環境の

改善や在庫調笠の漣属が、今後の景気を下支

えすることが期待される。

；肺りつつ ある《

先行きにつ いては、厳しい哀願 ・所得環鳩な

どが、今後の民闇喬萎蟹下押 しする懸念がある

一方、珂外径溝環境の改 善や在 庫調整の運展
が、今後の鼻気 を下支えすること静期待され

る。
晩 翠憑厩 政府は、構通改革を断行す る一方で、デフ 政府は、構退改革を断行する 一方で、デ フレ

レスパイラルに捲 ることを回避するために スパ イラルに踊 ること‾を回避す るために細心

細心の注意を払 い、日本銀行と一致協力 し の注意を払い、日本銀行と一致協力して、デフ

て、デフレ邑且止に向けて弓凱 1決意で臨む。 レ随止に向けて違い決意で臨む。

政府としては．2 月27円に、不 爵停線飢摺 ′平成 1 4 隼j曹手首の成青摩管け、ナわ．と平成

の・一層の仔i錘．会読シ1 干ムの吉富、皆太市 は車 1雷捕荘子言 草・一緒と1．で切れ肖なく霊地

頒村等、雲軸∂ろ申′ト令室への皆 し渋り宝寸箸

など、早急に取 り細むぺ享子つ し対応雀につ

い丁寧摺密行 ったところであり、今律とも経
事金融憺嬰の雪化．に月l広 していく血　書か．平

成13年度補了F予言等の薫雲な宴臆密同ると

ともに、平成 摘草J曹手首の早朝虚廿に雷め

且。

な烏、R 太線行に。白いでは．2 月28－R に．

皿 。

年度案に向けて・会長弛訂鰻の吉雷磋伐に‘万全

密射すため莞劇l骨重曹の増大に広 に一膚謂

演な皆含終結茜行うこと．鳥覇同権の宇い入

れ 有用 1 1k R ペー1 に重曹督する「と毒草テ

え　　　　　　　　　　　　　．

和也 前出は、下げ止ま りつつある。 載出は、下げふ主 っている。

生産 生産は、下げ止まりの兆 しがみられ、左康幸

も低下している。

生産は、下げふ重りつつある。

案況判断 一肩廣しきカミ増している。 厳 しい状態がi拓いているがし　大金茎において

は下げ lト主りの兆 しがiみられる。

雇用情勢 威 し声密増している。完全失某率が高水準で

推移 し、求人や貸金も謳い動きが続いてい
る。

佐鋸として虚 しい。完全失某事が高水準で推

移 し＼ 求人や貴会も弱い動きが続いている。

（漣）下線部は、先月から変更した部分。
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総論

（我が国経済の基調判断）

景気は、依然厳しい状況にあるが、底入れに向けた動きがみられる。

．設備投資は、大幅に減少している。失業率が高水準で推移するなど、雇用情

勢は依然として厳しい。

．個人消費は、横ばいとなっている。

．輸出と生産は、下げ止まってきている。業況判断は、大企業においては下げ

止まりの兆しがみられる。

．アメリカの景気回復の動きが、製造業を中心とした世界主要経済の生産回復

につながりつつある。

先行きについては、厳しい雇用・所得環境などが、今後の民間需要を下押しする懸

念がある一方、対外経済環境の改善や在庫調整の進展が、今後の景気を下支えす

ることが期待される。

（政策の基本的態度）

政府は、構造改革を断行する一方で、デフレスパイラルに陥ることを回避するため

に細心の注意を払い、日本銀行と一致協力して、デフレ阻止に向けて強い決意で臨

む。

平成14年度予算の成立を受け、これと平成13年度補正予算を一体として切れ目な

く実施していく。

各論

1．消費・投資などの需要動向

個人消費は、横ばいとなっている。
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個人消費は、需要側と販売側ゐ動向を総合してみると、横ばいとなっている。

このところ一部の業種や支出項目において増加の動きがみられるものの、全

体を下支えするような力強さを伴うものではない。この背景としては、所得面で

弱い動きが続いていることに加えて消費者マインドも低水準にあることが考え

られる。

需要側の動向をみると、昨秋以降底固さがみられる。消費総合指数は3ケ月

前と比べ増加している。支出項目ごとの動向について家計調査をみると、実

質消費支出は、自動車等購入や住宅リフォーム、授業料など比較的高額な支

出項目や、暖冬の影響により光熱・水道が減少した。ニー方で、食料は前年横

ばいとなり底固く推移している。

販売側の動向をみると、全体的に弱い動きとなっている。小売業販売額とチ

ェーンストア販売額は、弱い動きが続いている。家電販売金額は、パソコンが

引き続草前年を大きく下回っていることなどからこ前年を下回っている。旅行は、

国内旅行は前年を上回っており、海外旅行は減少幅を縮小してきているもの

の引き続き前年を大幅に下回っている。百貨店販売額は、平成14年2月は、

暖冬の影響で冬物衣料のクリアランスセールが不振だったことなどにより前年

を下回ったが、昨夏以降一進一退の動きを続けており、均してみれば下げ止

まりの感がある。新車販売台数は、軽乗用車の新型車投入効果に一服感が

みられることなどにより前年を下回っている。

個人消費の動向を左右する家計収入の動きをみると、定期給与（所定内及

び所定外給与の合計）は引き続き前年を下回っており、弱い動きが続いてい

る。現金給与総額は引き続き前年を下回っている。

消費者マインドは、大きく悪化した後も改善がみられず厳しい状態にある。

設備投資は、大幅に減少している。

設備投資は、生産及び企業収益の減少等を背景に平成13年に入って以降

減少が続いている。需軍側統計である「法人企業統計季報」でみると、平成13

年1－3月期＿以降減少が続き、10－12月期には減少幅を拡大している。また、

機械設備投資の供給側統計である資本財出荷は、平成13年に入って以降減

少が続いている。なお、ソフトウェア投資は、増加基調を続けている。

設備投資の今後の動向については、機械設備投資の先行指標である機械

受注が平成13年1－3月期以降減少基調で推移し平成14年1－3月期も減

少の見通しとなっていること、日銀短観の平成14年度設備投資計画において
＼

製造業、非製造業ともに減少が見込まれていることなどからみて、減少が続く

ものとみられる。
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住宅建設は、おおむね横ばいとなっている。

住宅建設は、平成13年に入り、貸家は増加したものの、これまで堅調であっ

たマンションの着工が落ち着いてきたことに加え、公庫持家の着工が大きく水

準を下げて推移したこと等から、年間を通じておおむね年率115－120万戸で

推移した。この結果、平成13年の住宅建設は、前年比4．6％減の117．4万戸と

平成10・年以来3年ぶりに120万戸を下回る低い水準となった。

この背景としては、雇用・所得環境が厳しいこと、不動産価格の長期的下落

傾向により買い換えが困難となっていることなどから、消費者の住宅取得マイ

．ンドが低下していることがあると考えられる。・

2月は、マンションの着工は増加したものの、持家、貸家、一戸建て分譲住

宅が減少したため、前月比4．9％減の年率118．4万戸となった。先行きについ　　J

てみると、住宅金融公庫融資の申し込み戸数が減少傾向にあることなど、住

宅着工を減少させる要因が引き続きみられる。

公共投資は、総じて低調に推移している。

公共投資は、総じて低調に推移している。国の平成13年度第2次補正後予

算を、施設費を加えた公共投資関連予算ベースでみると、「改革推進公共投

資」特別措置もあり、ほぼ前年度並みを確保している。地方の投資的経費は、

厳しい財政状況を反映して引き続き前年度を下回っている。

このような状況を反映して、10－12月期の公共工事請負金額は11四半期

連続で、大手50社受注額も4四半期連続で前年を下回った。7－9月期まで

は順次マイナス幅が縮小する傾向にあったが、10－12月期はいずれも再び

拡大している。

1－3月期の公共投資については、1月、2月の公共工事請負金額も前年を

下回っており、地方の投資的経費の減少傾向が続いていることなどを踏まえ

ると、引き続き前年を下回ると考えられる。

なお、国の平成14年度当初予算においては、施設費を含む公共投資関係

費について、前年度比10．7％減と規模を縮減しつつ、「予算編成の基本方針」

の重点7分野に重点化している他、平成14年度地方財政計画においては、投

資的経費のうち地方単独事業費について対前年度比10．0％減としつつ、国の

歳出予算と歩を一にして歳出の徹底した見直しと重点的な配分を行うこととし

ている。

盤畠は、下げ止まっている。麹基は、横ばいとなっている。貿易・サ「ビス収支の黒

室は、やや増加している。

輸出は、世界的なIT関連の在庫調整の進展などによって半導体等電子部晶

を中心に電気機器が増加傾向にある。また、一般機械も下げ止まりつつある

＼

ヽノ



も

も‾

など、全体に下げ止まっている。アジア向け輸出は、電気機器、一般機械を中

心に緩やかに増加している。アメリカ向け輸出は、一般機械や自動車が堅調

に推移していることから、おおむね横ばいとなっている。EU向け輸出は、ヨー

ロッパの内需低迷を背景に減少が続いている。先行きについては、ヨーロッパ

では景気が低迷〔ているものの、為替レ「トの円安傾向やアメリカでの景気

回復の動きなど対外経済環境の改善が我が国輸出を下支えする要因になる

とみられる。

輸入は、IT関連を中心とした国内の在庫調整の進展によって機械機器の輸入

が横ばいとなったことなどから、全体として横ばいとなっている。地域別にみる

と、アジアからの輸入は横ばいとなっている。これは、機械機器の輸入が堅調

に推移しているものの、これまで繊維製晶や食料品を中心に増加に寄与して

いた中国からの輸入が横ばいとなったことなどによる。EUからの輸入は横ば

いとなっている。アメリカからの輸入は、機械機器を中心に減少している。

国際収支をみると、貿易・サ二ビス収支の黒字は、やや増加している。輸出数

量が下げ止まり、輸入数童が横ばいとなるなか、輸出金複の増加が輸入金額

の増加を上回っていることが、黒字幅の拡大に寄与している。

2．企業活動と雇用情勢

生産は、下げ止まりつつある。

鉱工業生産は、昨年初めから大幅に減少していたがiこのところ減少幅が

小さくなっている。輸出の下げ止まりや在庫調整の進展等を背景に、汀関連品

目を中心に生産は下げ止まりつつある。

ただし、設備投資の減少が続くとみられること等、懸念すべき点もあることに

は留意する必要がある。なお、製造工業生産予測調査によると3月、4月は増

加が見込まれている。

一方、第3次産業活動の動向をみると、おおむね横ばいで推移している。

企業収益は、製造業を中心に大幅に減少している。また、企業の業況判断は、厳し

い状態が続いているが、大企業におし†ては下げ止まりの兆しがみられる。倒産件数

は、高い水準となっている。

企業収益は、「法人企業統計季報」によると、平成13年に入って以降、人件

費の削減ペースが鈍化してきたこと、売上高の増収幅が縮小してきたこと等

により、全体としては頭打ちとなっていたが、平成13年7－9月期以降は売上

高も減収に転じ、電機機械などの製造業を中心に大幅な減益となった。また

日銀短観でも、平成13年度下期にういて、製造業を中心に大幅な減益を見

込んでいる。一方、平成14年度については増益を見込んでいる。



企業の業況判断について、日銀短観をみると、厳しい状態が続いている。規

模別でみると、中小企業において悪化が続いているものの、大企業において

は下げ止まりの兆しがみられる。先行きについても、中小企業が引き続き悪

化を見込む一方で、大企業では改善を見込んでいる。

また、2月の倒産件数は、東京商工リサーチ調べで1，674件になるなど、高

い水準となっている。

雇用情勢は、依然として厳しい。完全失業率が高水準で推移し、率人や賃金も弱い

動きが続いている。

2月の完全失業率は、前月比同水準の5．3鳴となった。完全失業者について

は、非自発的な離職による者の増加幅が引き続き拡大している。

求人は、新規求人数が商月比で増加となったが、有効求人数は引き続き前月

比減少、有効求人倍率も低下しており、弱い動きが続いている。製造業の残

業時間については、生産が下げ止まりつつあることを反映し、1月前月比増加

に転じた後、2月は若干減少となっている。企業の雇用過剰感は、製造業で低

下したものの、依然高い水準にある。

ノ賃金の動きをみると、現金給与総額、定期給与は前年を下回っており、弱い・

動きが続いている。

3．物価と金融情勢

国内卸売物価は、下落幅が縮小している。消費者物塵は、弱含んでいる。

輸入物価は、このところ、契約通貨ベースでは下落しているものの、円ベー

スでは円安を背景に上昇している。国内卸売物価は、下落幅が縮小している。

最近の動きをみると、食料用農畜水産物が下落しているものの、非鉄金属が

上昇していることに加え、石油・石炭製品が上昇に転じたこと、在庫調整の進

展などにより電気機器の値下がり幅が縮まっていることから、全体としては下

落幅が縮小している。また、企業向けサービス価格は、前年同月比で下落が

続いている。

消費者物価は、平成12年秋以降弱含んでいる。最近の動きをみると、一般

サービス（外食など）はやや上昇しているものの、耐久消費財の下落などによ

り一般商品は下落していることから、全体としては下落している。

こうした動向を総合してみると、持続的な物価下落という意味において、緩や

かなデフレにある。
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金融情勢をみると－株式相場は、2月下旬から3月上旬にかけて大きく上昇した後、

中下旬に下落した。長期金利は、3月は、やや低下した。

短期金利についてみると、オーバーナイトレートは、3月は、日本銀行による

金融緩和措置を反映して、0．001～0．012％で推移した。2、3ケ月物は、年明け

以降、やや上昇した後、3月は、決算期末要因の剥落などから、月末にかけて

やや下落した。長期金利は、昨年8月中旬以降ほぼ横ばいで推移したが、1

月にやや上昇した後、3月は、やや低下した。

株式相場は、株式空売り規制の強化などを背景に、当面の下値不安が後退

したとの市場の見方などもあり、2月下旬から3月上旬にかけて大きく上昇し

た後、中下旬に下落し、平成13年度未は、日経平均株価11，024円（東証株価

指数では1，060ポイント）で取引を終えた。

対米ドル円相場（インターバンク直物中心相場）は、11月中旬から1月にか

けて、120円台から134円台まで下落した。3月は、株式相場の上昇等を背景

に上旬に127円台まで上昇したが、中下旬は133円台まで下落した。対ユー

ロ円相場（インターバンク17時時点）は、11月中旬から1月上旬にかけて、

107円台から118円台まで下落した。3月は、株式相場の上昇等を背景に上

旬に112円台まで上昇したが、中下旬は116円台まで下落した。

マネタリーベース（月中平均残高）は、日本銀行の潤沢な資金供給などを背

景に、大きく伸びを高めている（3月：前年同月比32．6％増）。M2＋CD（月中

平均残高）は、このところ、流動性預金の伸び率が上昇したことなどから、若

干伸びを高めている（2月速報：前年同月比3．7％増）。民間金融機関の貸出

（総貸出平残前年比）は、96年秋以来マイナスが続いており、企業の資金需

要の低迷等を背景に、依然低調に推移している。貸出金利は、金融緩和等を

背景に、昨年初来低下傾向で推移して来たが、このところ横ばい圏で推移し

ている。なお、企業の格付等に応じた資金調達条件の格差が、このところ拡大

している。日銀短観によると、資金繰り判断は、大企業、中堅企業、中小企業

ともやや悪化しており、金融機関の貸出態度判断は、大企業を中心に悪化し

ている。

4．海外経済

ア却坤の景扇回握の動きが、製造業を中心とした撃界主要経済の生産回復につな

がりつつある。

世界経済をみると、アメリカの景気回復の動きが、製造業を中心とした生産
ヽ

の回復につながりつつある。

アメリカの景気は回復の動きがみられる。個人消費は回復している。住宅建



設は増加傾向にある。設備投資は大幅に減少しているが、非軍需資本財受

注は増加に転じている。企業の景況感は改善が続いている。生産は回復して

おり、稼働率は上昇している。失業率は上昇したものの、雇用は持ち直してい

る。物価は安定している。

アジアをみると、製造業を中心に生産回復への動きがみられる。中国では、

景気の拡大テンポは鈍化しているが、生産は持ち直している。韓国では、景気

は回鹿している。台湾やシンガポールでは、生産は持ち直している。タイでは、

内需に回復の動きがみられる。

ヨーロッパをみると、①ユーロ圏では、景気は低迷しているものの生産は下

げ止まりつつある。ドイツでは、景気は低迷しているものの生産は下げ止まり

つつある。フランスでは、景気は減速しているものの生産に下げ止まりの兆し

がみられる。②イギリスでは、景気は減速している。

金融情勢をみると、ドルは、3月上旬に対円で減価したが、その後は増価基

調で推移した。アメリカの株価は、アメリカの景気回復期待などから上昇基調・

で推移し、3月19日にはテロ事件後の最高値となったが、下旬にはやや弱含

んだ。アメリカの長期金利は、3月上旬に株価上昇などから上昇し、その後は

ほぼ横ばいで推移している。

国際商品市況をみると、原油価格は、3月15日のOPEC総会で減産継続が

決定されたことや中東情勢の不透明感などから、大幅に上昇した。

J



［今月のトピック］

＼

アメリカ：景気指標は谷を示唆

し

も

くポイント＞

1．アメリカ組斉は2081年3月以降景気後退入りしたが、10－12月期実質GDP成長率
は1．7％とプラスに転じ、また民間徹関の平均的な予測では2802年1－3月期に急回
淀を示した後、3好古後半の成長率で推移することが見込まれている（匡Il）。

′

2．NBER（Nationa用ureau of Econorbic Research）は、景気循環の単圧にあたり、
生産、雇用、所得、売上の4つの指風こ着目している。これら指標の動きをみると、
所得、売上は2m1年秋以降増加基調にあり、生産は2082年1月に、雇用も3月にはプ
ラスに転じている（図2）。こうしたことは、景気が回復過矧こ入りつつある可能唯を
示唆している。

く注）正式なNB ERの景気の谷の認定は、通常、半年以上緒に行われる。

国1実質GDP成長率（実績と見通し）
（欄比年諷％）
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図2今次景気後退局面における推移
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注）

＜個人消費＞

消費総合指数（需要側、内閣府試算値、後方3ケ月移動平均）は、平成14年1月

（速報値）季節調整済3ケ月前比0．8％増の後、2月（速報値）は同0．6％増となった。

消費総合指数の作成方法：総務省「家計調査」から、GDP由個人消費には含まれ

ない「仕送り金」、「修繕費」や、振れが大きい高額消費である「自動車等購入」などを

除外した後、世帯数を乗ずるなどしてマクロの消費ベースにする。これに、自動車、家

賃、医療費について別途供給側の統計を用いて計算したものを加える。詳細は、ディ

スカッションペーパー（http：／／www5．cao．gojp／keizai3／discussion－PaPer／menu．htmI）

を参照。

家計調査の全世帯実質消費支出は、1月季節調整済前月比6．2％増の後、2月（速

報値）は同3．云％減（前年同月比3．8％滅）となった。

家計調査の全世帯実質消費支出（除く自動車、住居、仕送り金等）は、2月（速報

値）は季節調整済前月比3．2％減（前年同月比2．0％滅）となった。

経済産業省「商業販売統計」の小売業販売額は、2月（速報値）は季節調整済前月

比0．8％減（前年同月比6．1％滅）となった。また、百貨店販売額は、2月（速報値）は、

前年同月比4．0％減（店舗調整後）（季節調整済前月比3．8％減（店舗調整前））となっ

た。

チェーンストア販売額（日本チェーンストア協会調べ）は、2月は、前年同月比4．8％

減（店舗調整後）（季節調整済前月比3．5％減（店舗調整前））となった。

家電販売額（日本電気大型店協会調べ）は、1月前年同月比13．8％減の後、2月は

同14．8％滅となった。

大手旅行業者13社取扱金額の2月は、前年同月比で国内旅行が4．3％増、海外旅

行が同28．4％減となった。

乗用車（含軽）新車新規登録・届出台数は、2月前年同月比1．6％増の後、3月（速

報値）は同2．6％滅となった。

厚生労働省「毎月勤労統計調査」によると、現金給与総練は、事業所規模5人以上

では、1月前年同月比4．0％減の後、2月（速報値）は0．6％滅（事業所規模30人以上

では同同水準）となり、うちきまって支給する給与は、2月（速報値）同0．6％減（事業

所規模30人以上では同0．3％減）となった。実質賃金は、事業所規模5人以上では、

1月前年同月比2．4％減の後、2月（速報値）は同1．2％増（事業所規模30人以上では

同1．9％増）となった。

内閣府「消費動向調査」の消費者態度指数（季節調整済）は、9月前期差4．0ポイン

ト低下（悪化）の後、12月同横ばいとなった。
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＜設備投資＞

平成13年10－12月期の設備投資を財務省「法人企業統計季報」（全規模全産業）

でみると、季節調整済前期比で6．3％減（前年同期比14．5％減）となっており、うち製

造業では同7・0％減（同11・5％滅）、非製造業では同6・0％滅（同15・8％滅）となってい
る。

経済産業省「経済産業統計」により資本財出荷（除く輸送機械）をみると、季節調整

済前月比で1月は5．1％滅（前年同月比19．9％滅）の後、2月は同1．6％滅（同22．’5％

滅）となっている。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（3月調査）により設備投資の動向（ソフト

も　霊鑑完荒‡慧票霊讐監禁禁莞票警票
た、中小企業では製造業で同24．8％減、．非製造業で同13．4％減となっており、全産業

では同16．2％減となっている。

経済産業省「特定サービス産業動態統計」でみると、受注ソフトウェア売上高は、12

月は前年同月比12．5％増の後、1月は7．8％増となっている。

機械受注（船舶t蛮力除く民需）は、季節調整済前月比で1月は15．6％滅（前年同月

比22．2％減）の後、2月は同10．8％埴（同16．1％減）となり、減少傾向にある。なお、平

成14年1－3月期（見通し）の機械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済前期比

で0．4％減（前年同期上り2．1％滅）と見込まれている。

民間からの建設工事受注（50社、非住宅）は、季節調整済前月比で1月は2．8％増

（前年同月比9．8％減）の後、2月は同9．4％減（同19．2％減）となっている。

も
＜住宅建設＞

国土交通省「建築着車統計」によると、新設住宅着工総戸数（季節調整済前期比）

は、平成13年1－3月期は5．4％減、4－6月期は0．9％減、7－9月期は4．0％増、10

－12月は3．4％減、平成14年1月は9．0％増、2月は4．9％滅となった。内訳をみると、

公庫持家の着工（同）接、平成13年1－3月期は23．4％減、4－6月期は20．9％減、

7－9月期は4．6％滅、10－12月は16．4％滅、平成14年1月は6．4％減、2月は7．6％

減となり、共同建分譲住宅の着工（同）は、平成13年1－3月期は10．8％減、4－6月

期は4．5％増、7－9月期は12．0％増、10－12月は12．3％滅、平成14年1月は8．°4％

増、2月は5．4％増となった。また．、新設住宅着工床面積（同）は、平成13年1－3月

期は10．1％滅、4－6月期は3．3％滅、7－9月期は5．8％増、10－12月は3．0％減、

平成14年1月は7．7％増、2月は6．1％滅となった。

住宅金融公庫を利用した持家の着工（全体の新設住宅着工の約10％（平成13年

実績））の先行指標である公庫への融資申込み戸数（個人向けマイホーム新築資金）
ヽ

は、平成12年度第2回募集（受付期間：8月7日～9月22日）に51，192戸（前年同回



比42．1％減）となった後、第3回募集（受付期間：10月30日～12月22日）は35，486

戸（同4．5％減）、第4回募集（受付期間：1月22日～3月23日）は33，375戸（同11．5％

滅）となり、低水準にとどまっている。また、平成13年度第1回募集（受付期間：4月

23日～5月28日）は2糾32戸、第2回募集（受付期間‥7月16日∴8月27日）は

23，009戸、第3回募集（受付期間：9月17日～10月15日）は11，837戸、第4回募集

（受付期間：11月15日～12月21日）は12β98戸、第5回募集（受付期間：1月15日

～2月18日）は13．725戸、第6回募集（受付期間：3月1日～3月22日）は9，695戸と

なっている（平成13年度から受付回数が年4回から年6回になったため、単純に比較

できない）。

消費者の住宅取得マインドを示す指標のひとつである（社）日本リサーチ総合研究

所「不動産購買態度指数」をみると、平成12年は、2月128、4月128、6月124、8月

118、10月122、12月117、平成13年は、2月118、4月119、6月117、8月110、10

月109、12月104、平成14年は、2月104七なっている。

＜公共投資＞

平成13年度の国の一般会計（2次補正後）における公共事業関係費は、前年度補

正後予算と比較して13．7％減となっている。ただし、平成13年度第2次補正予算にお

いては、産業投資特別会計社会資本勘定における「改革推進公共投資」特別措置の

実施により、国費で公共事業1．5兆円、施設費1兆円、計2．5兆円の社会資本整備の

ための無利子貸付を行い、事業規模で4．1兆円程度を確保することととしているこ公

共事業関係費に、施設費と今回の「改革推進公共投資」国費分を加えた公共投資関

連予算ベースでみると、ほぼ前年度並みを確保している。なお、平成14年度予算に

おいては、公共投資について、規模を縮減しつつ、「予算編成の基本方針」の重点分

野に重点化し、対前年度比10．7％減としている。

地方の予算についてみると、総務省がまとめた普通会計予算（9月補正後）ベース

では、普通建設事業費は、都道府県で前年度比5．7％減、政令指定都市で同9．5％滅、

両者を合わせると同6．2％滅となっている。また、「日経地域情報」調査によれば、一

般会計予算（当初）ベースの普通建設事業費は、都道府県で前年度比2．4％減、全市

で同3．1％減、特別区で同6．8％減となっており、これらを単純合計すると前年度比

2．7％滅となる（骨格予算を編成した地方公共団体などを除く）。なお、平成14年度地

方財政計画においては、国の歳出予算と歩を一にして歳出の徹底した見直しと重点

的な配分を行い、投資的経費のうち地方単独事業費について対前年度比10．0％減と

している。

公共機関からの1件500万円以上の建設工事受注綾（建設工事受注動態統計調

査）は、前年同月比で12月8．8％減の後、1月は15．7％滅となった。同じく大手50社

の建設工事受注額は、前年同月比で1月11．9％減の後、2月は10．6％増となった。ま
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し

し

た、公共工事請負金慈（公共工事前払金懐証統計）は、前年同月比で1月2．0％減の

後、2月は17．3％減となった。

＜輸出・輸入・国際収支＞

通関輸出（数量ベース、季節調整値）は、前月比で1月9．9％増の後、2月は1．8％減

（前年同月比4．1％滅）となった。また、前期比で7－9月期3．1％減の後、10⊥12月期

は0．5％減（前年同期比12．0％減）となっている。

通関輸入（数量ベース、季節調整値）は、前月比で1月・3．2％増の後、2月2．4％増

（前年同月比0．5％増、7ヶ月ぶりの前年同月比増加）となった。また、前期比で7－9

月期3．1％減の後、10－12月期は1．3％増（前年同期比5．5％減）となっている。

貿易・サービス収支（季節調整値）の黒字は、1月は4，269億円、通関収支差（季節

調整値）は、1月6，607億円の後、2月は6，758億円となった。

＜生産・出荷・在庫＞

2月の鉱工業生産指数（季節調整値、速報）は、電気機械や化学等が増加した土と

から、前月比1．3％増となった。

製造工業生産予測調査によると、前月比で3月は電気機械や一般機械等により

1．0％増の後、4月は金属製晶や化学等により0．2％増になると見込まれている。

2月の鉱工業生産者製品在庫指数（季節調整値、速報）は、前月比0．6％減となった。

また、2月の鉱工業生産者製品在庫率指数（季節調整値、速報）は109．4となってい

る。

1月の第3次産業活動指数（季節調整値、速報）は、サービス業、電気・ガス・熱供

給・水道業等が減少した結果、前月比1．1％滅となった。

＜企業＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

財務省「法人企業統計季報」によると、10－12月期の経常利益は全産業で前年同

期比31．4％滅、製造業は50．6％滅、非製造業は15．3％減となった。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（3月調査）によると、平成13年度の経常

利益は、全規模・全産業で上期は同19．1％の減益の後、下期には同31．6％の減益が

見込まれており、通期でも前年度比25．9％の減益を見込んでいる。平成14年度につ

いては、適期で同22．6％の増益を見込んでいる。

一方、業況判断について日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（3月調査、業況

水準について「良い」？「悪い」）をみると、大企業は前回と変わらず△31％ポイント、中

小企業は2％ポイント悪化して△46％ポイント、全規模含計では1％ポイント悪化して

△41％ポイントとなった。

＜倒産＞



企業の倒産については、東京商工リサ⊥チ「倒産月報」によると、2月の企業倒産

件数（負債額1，000万円以上）はt674件（前年同月比14．6％増）、負債総額は12，535

億円（同10．5％増）となっており、帝国データバンク「全国企業倒産集計」によると、企

業倒産件数は1，712件（同18．2％増）、負債総額は12，713億円（同14．0％増）となっ

ている。また、大型倒産（負債額10億円以上）は142件（同17．3％増）となっており、

主な大型倒産としては、ゴルフ場経営大手のスポーツ振興（負債2，109億円）、東証1

部上場の合金鉄製造の日本重化学工業（同1，410億円）など（東京商工リサーチ調

べ）。

＜雇用情勢＞

総務省「労働力調査」によると、2月の完全失業率（季節調整値）は、男女計で前月

比同水準の5．3％となった。完全失業者数（季節調整値）は、男女計で前月差2万人

増の357万人となった。求職理由別完全失業者数（原数値）．は、非自発的な離職によ

る者は、1月147万人（前年同月差48万人増）の後、2月は149万人（同54万人増）

となった。自発的離職による者は、1月107万人（同6万人減）の後、2月は113万人

（前年同水準）となった。

厚生労働省「職業安定業務統計」の新規求人数は、季節調整済前月比で1月0．4％

減の後、2月は0．9％増（前年同月比7．2％減）となった。有効求人数は、同1月0．2％

減の後、2月は0．7％滅（前年同月比12．0％圃）となった。新規求人倍率（季節調整

値）は1月0．85倍の後、2月0．88倍となった。有効求人倍率（季節調整値）は、1月

0．51倍の後、2月0．50倍となった。

毎月勤労統計調査によると、所定外労働時間（製造業．）は、事業所規模5人以上で

は1月季節調整済前月比3．5％増（前年同月比12．6％減）の後、2月（速報値）は同

1．1％滅（同12．9％減）となった。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」によると、傘業の雇用人員判断D．I．（「過

剰」－「不足」）は、全産業では、12月調査の21％ポイントから、3月調査では20％ポ

イントとなった。製造業では、12月調査の34％ポイントから、3月調査では31％ポイン

トとなった。非製造業では、12月調査の11％ポイントから、3月調李では12％ポイント

となった。

毎月勤労統計調査によると、現金給与総額は、事業所規模5人以上では、1月前年

同月比4．0％減の後、2月（速報値）は0．6％減（事業所規模30人以上では前年同月

比同水準）となり、うちきまって支給する給与は、2月（速報値）同0．6％減（事業所規

模30人以上では同0．3％減）となった。

＜物価＞

日本銀行「卸売物価指数」の輸出物価（円ベース）は、3月は前月比0．8％の下落

（前年同月比1．7％上昇）、1－3月平均の3ケ月前比（10－12月平均対比、以下同じ）
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は4．6％の上昇となった。輸入物価（円ベニス）は‾、3月は前月比0．7％の下落（前年同

月比1．6％下落）、1－3月平均の3ケ月前比は3．4％の上昇となった。また、国内卸売

物価は‾、3月は」前月比保合い（前年同月比1．3％下落）、3ケ月前比は0．1％の下落

となった。

日本銀行「企業向けサービス価格指数」の2月の企業向けサービス価格は前年同

月比1．1％の下落（前月比0．2％上昇）となった。

総務省「消費者物価指数（全国）」の生鮮食品を除く総合は、2月は前年同月比

0．8％の下落（季節調整済前月比保合い）、1’2－2月平均の前年同期比は0．8％の下

落となった。一般サービスは、2月は前年同月比0．2％の上昇、12－2月平均の前年

同期比は0．1％の上昇となった。一般商品は、2月は前年同月比2．2％の下落、12－2

も　　月平均の前年同期比は2・2％の下落となった0また・「消費者物価指数（東京都区臥
中旬速報値）」の生鮮食品を除く総合は、3月は前年同月比0．7％の下落（季節調整

済前月比0．1％上昇）、1－3月平均の前年同期比は1．0％の下落となった。

＜金融＞

無担保コールオーバーナイトレートは、3月は、0．001～0．012％で推移した。3ケ月

物ユーロ円TIBORは、3月は、0．14～0．13％台で推移していたが、月末にかけて

0．11％台まで低下した。10年物国債流通利回りは、3月は、1．4％台から1．3％台へ低

下した。

東証株価指数（TOPIX）は、3月未には1，060ポイントとなった。日経平均株価は、3

月末には11，024円となった。

広義流動性は、2月（速報）は前年同月比1．7％増となった。金融機関（全国銀行）の

貸出（月中平均残高）は、2月（速報）は前年同月比4．6％減（貸出債権流動化・償却

要因等調整後2．2％滅）となづた。2月のエクイティ市場での発行（国内市場発行分）

は、転換社債が120億円とならた。また、国内公募事業債の起債実績は、7，630億円

（銀行起債は無し）となったこ国内銀行の貸出約定平均金利（新規実行分）は、2月は

前月比で短期は0．036％ポイント低下し、長期は0．109％ポイント低下したことから、総

合では0．061％ポイント低下し1．561％となった。

＜景気ウオッチャー調査＞

内閣府「景気ウオッチャー調査」の3月の現状判断Dlは、前月を10．8ポイント上回り、

43．9となった。先行き判断DIは、前月を5．9ポイント上回り、44．8となった。
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